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Ｑ＆Ａ形式の解説資料（民法編）（抜粋） 

父母の離婚後の子の養育に関する民法等改正法の施行準備のための関係府省庁等連絡会議 
令和７年６月３０日取りまとめ 

令和７年８月２７日改訂 
令和８年１月１４日改訂 
令和 8年３月２３日改訂 
令和８年４月２２日改訂 
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１ 親の責務等（新民法第８１７条の１２） 
Ｑ Ａ 

新民法において、子の意見表明権は明文化された
のか。 

新民法第８１７条の１２第１項は、父母が、子の心身の健全な発達を図るため、その子の
人格を尊重するとともに、その子の年齢及び発達の程度に配慮してその子を養育しなけれ
ばならない旨を規定している。新民法は、子の意見表明権を明示的には規定していないが、
同項にいう「子の人格を尊重する」ことには、子の意見・意向等を適切な形で尊重するとい
う趣旨が含まれている。 

 特定の事項について父母と子の意見が異なる場合
には、父母は、「その子の人格を尊重」する観点から、
子の意見と異なる行為をすることができないのか。 

「子の人格を尊重」することは、父母が子の養育に当たって常に子の意向に沿う行為をす
ることではない。父母は「子の年齢及び発達の程度に配慮」し、子の利益の観点から必要な
場合には、子の意向に反する監護に係る行為をすることができるし、子が自らの利益に反す
ることが明らかなことをしようとするときには、その意向に反してでも制止する義務を負
うこともある。ただし、その際には、子に対して、なぜ父母がそのような判断をするのかを
伝えることが子の人格尊重の観点から望ましいこともあると考えられる。 

どのような行為が父母の子に対する人格尊重義務
に違反するか。 

どのような場合に父母の子に対する人格尊重義務に違反したと評価されるかは、個別具
体的な事情に即して判断されるべきであるが、一般論としては、次の各場合等には、個別具
体的な事情によっては、父母の子に対する人格尊重義務に違反すると評価される場合があ
る。 
○ 暴行、脅迫、暴言等の子の心身に害悪を及ぼす言動をする場合 
○ 子の意見等にかかわらず、父母の一方が正当な理由なく子の居所を変更するなどする
場合 



 

3 

○ 父母間で親子交流の取決めがされたのに、子の意見等にかかわらず、父母の一方が正当
な理由なくその実施を拒む場合 

○ 子の面前で他方の親に対して暴力を振るう場合 

 父母が子に対して負う「自己と同程度の生活を維
持することができるよう扶養」する義務（生活保持
義務）はいつまで負うのか。 

 新民法第８１７条の１２は、父母が生活保持義務を負うべき「子」の範囲を未成年の子に
限定していないことから、その範囲は解釈に委ねられている。なお、現行法下では、大学生
である成年の子については、未成年の子と同水準の養育費の支払いを命ずる裁判例もあっ
たところであるが、改正法はこのような従前の解釈に直ちに影響を与えるものではない。 

父母の一方が父母の子に対する人格尊重義務に違
反した場合にはどのような効果が生ずるか。 

父母の一方が父母の子に対する人格尊重義務に違反した場合には、親権者の指定又は変
更の審判、親権喪失又は親権停止の審判等において、その違反の内容が考慮される可能性が
ある。 
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２ 父母相互の人格尊重・協力義務（新民法第８１７条の１２関係） 
Ｑ Ａ 

 どのような行為が父母相互の人格尊重・協力義務
に違反するか。 

 どのような場合に父母相互の人格尊重・協力義務に違反したと評価されるかは、個別具体
的な事情に即して判断されるべきであるが、一般論としては、次の各場合等には、個別具体
的な事情によっては、父母相互の人格尊重・協力義務に違反すると評価される場合がある。 
○ 暴行、脅迫、暴言等の相手方の心身に悪影響を及ぼす言動や誹謗中傷、濫訴等をする場
合 
○ 親権者の一方による養育に対して、他の一方が不当な干渉をする場合 
○ 父母双方が親権者である場合において、その一方が正当な理由なく他方に無断で子の居
所を変更するなどする場合 

○ 父母の協議や家庭裁判所の調停・審判により親子交流についての定めがされたものの、
父母の一方が正当な理由なくこれを履行しない場合 

○ 父母の一方が、養育費や親子交流など、子の養育に関する事項についての協議を正当な
理由なく一方的に拒否する場合 

○ 子の面前で他方の親を誹謗中傷等する場合 
○ 父母の一方が、正当な理由なく、子の監護に関する裁判所の判断に従わない場合 
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 単独親権者が、DVや虐待からの避難のために子
とともに転居する場合であっても、他方の親に無断
で子の住居を変更した場合には、父母相互の人格尊
重・協力義務に違反することになるのか。 

単独親権者が子の居所指定権を行使する場合でも、他方の親に対する人格尊重・協力義務
に配慮する必要がある。しかし、ＤＶや児童虐待から避難する必要がある場合には、他方の
親に無断で子を転居させたとしても、それらの義務に違反するものではない。また、人格尊
重・協力義務に違反するか否かについては、例えば、親権変更に関して主張された場合には、
個別具体的な事情に基づいて総合的に判断されるべきものであり、改正法は、当事者の一方
に対して何らかの立証責任を負わせているわけではない。したがって、そのような場面では、
無断で子を転居させた場合に、ＤＶや児童虐待の事実を立証しない限り、人格尊重・協力義
務違反に当たると判断されるというものではないし、ＤＶに関しては、加害者、被害者の双
方がＤＶの認識を欠いている場合があることも勘案した上で、適切な判断がされることにな
ると考えている。 

 子が被災した場合における子の安否や、子が病気
になった際の体調等について、子と離れて暮らす親
から子と同居する親に対して子の状況を問い合わ
せたにもかかわらず、これに応答しない場合には、
父母相互の人格尊重・協力義務に違反するか。 

いずれの親にとっても、被災時の子の安否や、子の健康状態に関する情報は重要である。
したがって、父母相互の人格尊重・協力義務の観点からは、適切な情報提供も重要である。 
もっとも、この場合には、子と離れて暮らす親についても、人格尊重・協力義務の観点か

ら、被災時や子が病気の時には様々な事情のために子と同居する親が直ちに返答することが
困難な状況にあることも少なくないことを想定した対応が求められることになる。 
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 父母間にＤＶがあった場合や、父母の一方から子
に対する虐待があった場合等でも、父母は協力して
子を養育しなければならないのか。 

 新民法８１７条の１２は、人格尊重・協力義務を負う父母に文言上例外を設けていない。
もっとも、ＤＶ、虐待等の事案における加害行為を行った親については、父母相互の人格尊
重・協力義務、子の人格尊重義務に反しているといえ、そのような親との協力についてはお
のずと限界がある。本条は、そのように父母が共同して親権を行使することが困難な場合に
まで、できない協力を無理に強要するものではない。 

 暴言等が父母相互の人格尊重・協力義務に違反す
ると評価されるかどうかは、どのような事情を考慮
して判断されるか。 

 父母の一方の言動については、その父母の日頃のコミュニケーションの在り方、関係性の
在り方、そのニュアンス、言動をした理由や背景事情等の様々な事情を踏まえて評価される
べきである。例えば、父母の一方が、他方に対し、繰り返し、誹謗中傷や人格を否定するよ
うな言動をしている場合には、父母が共同して親権を行うことを困難とさせるような父母相
互の人格尊重・協力義務違反があると評価され得る。 
また、父母の一方が、SNSなどを通じて不特定多数の者に対し、他方が犯罪者であると一

方的に主張する行為は、父母相互の人格尊重・協力義務に違反し得る行為である。 

 父母双方が親権者である場合において、子連れ別
居が父母相互の人格尊重・協力義務に違反すると評
価されるかどうかは、どのような事情を考慮して判
断されるか。 

 父母双方が親権者である場合において、その一方が正当な理由なく他方に無断で子の居所
を変更するなどの行為をしたときは、個別具体的な事情によっては、父母相互の人格尊重・
協力義務に違反すると評価される場合がある。この判断において考慮されるべき事情として
は、当該行為の動機や経緯、別居前後の協議の有無や内容、子の年齢や子の意向のほか、従
前の父母と子との関係や父と母との関係など、様々な事情が考えられる。 
 DVからの避難のような急迫の事情があるときは、子を連れて転居等をすること自体がそ
れらの義務に違反することはない。人格尊重・協力義務に違反するか否かについては、例え
ば、親権変更に関して主張された場合には、個別具体的な事情に基づいて総合的に判断され
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るべきものであり、改正法は、当事者の一方に対して何らかの立証責任を負わせているわけ
ではない。したがって、そのような場面では、無断で子を転居させた場合に、ＤＶや児童虐
待の事実を立証しない限り、人格尊重・協力義務違反に当たると判断されるというものでは
ないし、ＤＶに関しては、加害者、被害者の双方がＤＶの認識を欠いている場合があること
も勘案した上で、適切な判断がされることになると考えている。 

 父母の一方が父母相互の人格尊重・協力義務等に
違反した場合にはどのような効果が生ずるか。 

 父母の一方が父母相互の人格尊重・協力義務等に違反した場合には、親権者の指定又は変
更の審判、親権喪失又は親権停止の審判等において、その違反の内容が考慮される可能性が
ある。 
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